
令和７年度 事務事業マネジメントシート 段階： 10098

１　事業概要 1984 所属コード

SDGs 広域事業 総合戦略 セーフ 2025 2030 2040 2050 ＤＸ推進

施策

２　事業進捗等（指標等推移）
2027年度 2028年度 中間指標 最終指標

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

41,636

校 10 5 5 5 5

社 20 20 20 20 20

人 800 1,222 800 800 800

％ 70 73 70 70 70

千円 6 6 6 6

千円 6 6 6 6

千円 3,025 3,025 3,025 3,025

千円 3,944 1,500 1,500 1,500

千円 0 0 6,969 4,525 4,525 4,525 0

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 0 0 6,969 4,525 4,525 4,525 0

千円 0 0 6,969 4,525 4,525 4,525 0

実計区分 評価結果 新規 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○ ○ ○ ○

R6新規

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

R6新規

4

4

高校時代に地域企業の認知度を上げ、地元企業への就職・
転職を促進し、将来的な雇用の増大、産業・経済の発展に
寄与する。

手段 意図（目的）

次期実施計画

　令和６年度は、新規事業として高校生向けに職業体験イベントを開催
し、計画どおりの企業数の参加があった。参加高校数は計画値に達しな
かったが、これは、同時間帯に職業体験できる人数に対し、それを超え
る参加生徒数があったことから、一部制限したことによるものである。
イベントに参加した生徒数は計画値を上回っており、参加生徒の73％か
ら高評価を得た。
　少子高齢化に伴う人手不足の状況下において人材の確保は急務であ
り、高校卒業者の大部分を占める進学層においては、地元企業を知る機
会がないことから、大学等に進学する前に地元産業や企業の理解促進を
図り、地元就職率の向上と、将来の地元産業を担う人材の確保・育成に
つなげていくため、継続して事業を実施する。

まちづくり基本指針次期実施計画

○

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

継続

ニーズ（小）

二次評価コメント

代替事業（無）

４　活動指標
（活動達成度）

（参考）令和６年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、主に進学を希望する高校生を対象に職業体験イベントを開催し、地
元の産業や企業の魅力をＰＲすることにより、将来的なUターン就職や市内に立地す
る企業の人手不足・人材不足の解消につなげることを目的とした事業である。
　本イベントは、高校の教育課程である「総合的な探求の授業」に対応したプログ
ラムであり、学校単位での参加により多くの生徒に効果的に地元企業をＰＲするこ
とができる。
　令和６年度初開催であり、参加生徒の73％、参加企業の94％から高評価を得た。
　少子高齢化に伴う人手不足の状況下において人材の確保は急務であり、高校卒業
者の８割を占める進学層は、地元企業を知る機会がないため、今後も本イベントの
開催により、大学等に進学する前に地元産業や企業の理解促進を図り、地元就職率
の向上と、将来の地元産業を担う人材の確保・育成につなげていく必要がある。

ニーズ（大）

ニーズ（大）

１　規模・方法の妥当性

５　成果指標
（目的達成度）

代替事業（有）

【人件費】
高校や企業との連絡調整、共催事業者との協議、当日のイ
ベントＰＲ及び実施にかかる経費であり、事業者に対する
説明会については、オンライン実施により事務効率化を
図った。

一次評価コメント

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

代替事業（有）

２　公平性

○

参加高校数については、同時間帯に職業体験ができる人数に対し１校当たりの参加生徒数が予想より多
かったため、計画の10校に対し5校の参加であったものの、当日参加の生徒を含めると計11校からの参加
が得られた。
参加企業数については、計画どおり企業20社の参加を得て、主に進学を希望する高校生に対して職業体験
を通じた地元企業の魅力発信を行った。

継続

ニーズ（小）

単位コスト（総コストから算出）

国・県支出金

受益者負担金（使用料、負担金等）

市債

単位コスト（所要一般財源から算出）

歳入計

歳出計（総事業費）

人件費

事業費

参加生徒数　１人あたりのコスト

一般財源等

その他

参加生徒数　１人あたりのコスト

参加企業数

少子高齢化や人口減少、東京圏への一極集中などにより、地方から東京圏
への人口流出超過となっており、特に大学進学時と就職時の流出率が高い
傾向となっている。
高等学校卒業者全体の約8割を占める進学者層は、現状、就職活動時まで地
元企業を知る機会がない。

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

参加生徒数

参加者のうち「満足」と回答した生徒の割合

参加学校数

市内高校生の人数

マイナビ「2025年卒大学生　Uターン・地元就職に関する調査」によると、慣れ親しんだ
地元での生活や経済的に不安のない実家での生活など、安心感のある環境で社会人生活
を始めたい学生が一定数いることから、地元就職意向が高く維持されており、62.3％の
学生が地元への就職を希望している。一方、県内出身者の希望者は、全国平均を下回り
59.8％となっているものの、前年度比で4.2％上昇している。学生が地元就職しない理由
としては、地元には「志望する企業がない」「大手企業がない」「志望する職種がな
い」など、地方への就職に魅力を感じない学生も多く、地元企業の認知度は低い。

まちづくり基本指針五次実施計画

単位指標名指標名

Ⅰ「産業・仕事の未来」

2 楽しくてやりがいのある満足できる仕事のあるまち

1.1
1.2
4.4
4.5

政策体系

まちづくり基本指針八次実施計画まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

大綱（取組）

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

○

今後周辺環境（予測）

1-4

高校生向けの職業体験イベントを開催す
る。

雇用促進事業

住民意向分析

学生の調査結果からは、地元に対し、「良質な雇用機会が十分にあること」が求められ
ており、地元や地元企業の魅力を高め認知度を拡大し、将来の地域就職を促進していく
必要がある。

農商工部 産業雇用政策課

参加生徒数は、計画を422人上回っており、73％から高評価を得た。
また、参加企業の94％から高評価を得た。
参加生徒数が計画を大きく上回ったことにより、同時間帯に体験できる人数に限りがあることや混雑時
に人気のブースに並んで待つことなどから1人当たりの体験数が減り、地元企業の魅力が十分に伝えき
れないことから、参加生徒数は計画値程度とすることが適正である。

総事業費（事業費・人件費）分析結果

令和６年度実施事業に係る事務事業評価

2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度）

景気が回復して大手志向の学生が増えているものの、コロナ禍の移動制限などを経験し
たことにより、安心感のある環境で社会人生活を始めたい学生が一定数いることから、
今後も地元就職意向は高く維持されると予測される。

2026年度（令和８年度）2025年度（令和７年度）

【事業費】
進路情報会社の定例的なイベントに本市が地元企業の職業
体験ブースを新たに設置し、共催としたことにより、開催
費用の一部を負担した。

中事業番号 266000
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１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）
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１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）


